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IFC などと協調し、日本企業が参画する
プロジェクトを支援

　JBIC は、2022 年 11 月、住友商事株式会社などが出資する
エジプト・アラブ共和国法人 AMUNET WIND POWER 
COMPANY S.A.E.（AMUNET 社）との間で、陸上風力発電事
業を対象として、281 百万米ドル（JBIC 分）を限度とするプロ
ジェクトファイナンス（PF）による貸付契約を結びました。
　本融資は、国際金融公社（IFC）、株式会社三井住友銀行、三
井住友信託銀行株式会社、スタンダードチャータード銀行との
協調融資（融資総額約 518 百万米ドル）です。なお、民間金融
機関の融資部分には株式会社日本貿易保険（NEXI）による保険
が付されます。

　エジプト政府は、火力発電への依存から脱却するため、再生
可能エネルギー由来の発電設備容量を 2030 年までに全体の
35%、2035 年までに 42% に増強し、2030 年までに温室効
果ガス排出量の 30％を削減する目標を掲げています。
　一方、日本政府は、2022 年 8 月に開催された第 8 回アフリ
カ開発会議（TICAD8）での「チュニス宣言」において、国際
開発金融機関との連携を含めた気候適応・緩和のための財源を
動員するための官民連携を通じて、温室効果ガスの低排出に向
けた構造転換とアフリカ各国の異なる事情を反映したグリーン
成長の実現を目的とする「アフリカ・グリーン成長イニシアティ
ブ」の推進を表明しています。
　「今回のプロジェクトは、住友商事とアラブ首長国連邦法人
の再生可能エネルギー開発企業 AMEA Power 社が共同出資す
る AMUNET 社が、エジプトの首都カイロの南東約 230km の
紅海県 Ras Ghareb 地区に発電容量約 500MW の陸上風力発
電所を建設・所有・運営し、完工後 25 年間に亘りエジプト送
電公社に売電するものです。エジプト政府のエネルギー移行政
策に貢献するだけでなく、日本政府の『アフリカ・グリーン成
長イニシアティブ』にも寄与します。さらに、国際開発金融機
関との連携の一環としての側面もあります。JBIC は 2020 年
6 月に世界銀行グループの IFC との協業関係強化を目的とする
業務協力協定を締結しています。IFC は、気候変動対策ととも
に電力・交通・水をはじめとするインフラ開発を重点分野とし
て位置付け支援しており、JBIC との覚書では、アフリカを含
む開発途上地域における環境・インフラ分野などの案件形成に
向けた協力強化をめざしています。本プロジェクトは、IFC と
の協定締結後、初めての協調案件となりました」と、電力・新
エネルギー第 1 部第 2 ユニットの岡田係員は、今回の融資の
意義について語ります。

国際開発金融機関との連携で、エジプトの
再エネ移行政策に貢献

コロナ禍での条件交渉

電力・再生可能エネルギー開発をグローバルに支援

  「住友商事は、これまでに米国、南アフリカ、中国などで陸
上風力発電事業の実績があり、2021 年 5 月に公表した新中期
経営計画にて、2030 年までに再生可能エネルギーの持分発電
容量（出資比率に応じた発電容量の持分）を 3GW にまで倍増
することを掲げています。JBIC の一員として、そうした日本企
業の事業展開をサポートすることができたことは非常に有意義
でした。そして、IFC との間で協調融資を実現できたことも大
きな収穫です。

  私は、入行時アフリカを中心とする地域のインフラ案件支援
を志望していました。1 年目は融資承諾済の電力案件の建設進
捗・稼働状況等をモニタリング・管理するアセットマネジメン
トを担当し、2 年目はアフリカでの再生可能エネルギー案件の
組成を担当させて頂きました。契約交渉の初期段階から携わり
繋いでくださった諸先輩、チームの上司、ドバイ事務所の皆様
に支えられてきたことに感謝しています。また、2023 年 1 月
より 3 ヵ月間、研修目的でドバイ駐在員事務所にて勤務してい
ましたが、現地の各関係者との直接の面談を通し、プロジェク
トを支えたいと改めて感じました」と岡田係員。

  JBIC は今後も、IFC はもとより世界銀行グループや欧州・米
国・アジアの公的金融機関などとの連携を強化して、日本企業
が参画する電力・再生可能エネルギー関連のインフラ開発を金
融面から幅広く支援していきます。

　本件は、2020 年夏に住友商事から PF による融資について相
談がありました。そして、2021 年春頃より具体的に PF 融資の
検討を開始しました。
　「プロジェクトの収益性、建設のリスクや環境社会配慮などの

評価とともに、融資条件の調整も必要でした。スポンサーや
レンダーとの交渉を含めてすべてリモートでの協議だったた
め大変だったと聞いています。
　2022 年 7 月にアラブ首長国連邦のドバイでスポンサー、
レンダーが一堂に会する機会が設けられ、私はその直前にチー
ムに加わりました。9 月には東京でも対面での協議が行われ、
融資条件の調整をしつつプロジェクトに関わる皆様の熱意を
直接感じとることができました。その他の契約書関連のオン
ラインミーティングは、各関係者の稼働時間に合わせ、連日
東京時間の早朝や夕方からの打ち合わせとなりましたが、関
係者と直接対面できた経験から率直に意見交換をすることが
でき、JBIC の方針や考え方などをご理解いただくことができ
ました」と岡田係員は振り返ります。
　そして、2022 年 11 月 27 日に PF による貸付契約の調印
に至りました。本プロジェクトは 2023 年初めから着工し、
2025 年の完工を目指しています。




